第１回家庭部門会議の概要
１．テーマ　　家庭における省エネ取組みの促進について
２．目的
・2016年5月に策定された国の温暖化対策計画の中で、2030年度に温室効果ガスを2013

年度比26％削減することとされ、特に「家庭部門」は2013年度比40％削減が求められている。

・このため、家庭における省エネの従来の取組みの課題整理を踏まえて、具体的な取組みを検討

し、関係団体を通じて展開する。

３．会議の開催
（１）日時：平成2８年6月30日（水)　13時～15時
（２）場所：大阪府環境情報プラザ　研修室
（３）出席者：
【消費者団体、環境NPO】
大阪府生活協同組合連合会、なにわの消費者団体連絡会、全大阪消費者団体連絡会

公益社団法人全国消費生活相談員協会、公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサ

ルタント・相談員協会西日本支部、ＮＰＯ法人住宅長期保証支援センター

ＮＰＯ法人関西消費者連合会、ＮＰＯ法人大阪環境カウンセラー協会
【エネルギー供給事業者】
関西電力(株)、大阪ガス(株)、オリックス(株)、（一社）大阪府ＬＰガス協会

【自治体等】
大阪市、堺市、大阪府、大阪府地球温暖化防止活動推進センター
（４）概要
・大阪府から、今年度のテーマ案を示し、意見交換の上で実施テーマを決定した。
・大阪府から、今年度の主要なテーマとした家庭の省エネ取組みの促進について、国および大阪
府、市町村の取組み状況および取組みを進める上での課題を情報共有した。

・家庭における省エネ取組みについて、取組みを阻害する要因や、取組みを進めるうえでの動機

付けとなる要因などについてアンケート調査をした事例を紹介し、意見交換した。
・住宅における省エネについて、省エネリフォームの推進や新築住宅の省エネ基準適合義務化な
ど国の動きについて情報共有した。

・大阪府から、環境エネルギー教育について、昨年度に続き、教材冊子を小学校へ順次配付し
ていることを報告。また、昨年度、大阪府地球温暖化防止活動推進センターと連携して作成し

た出前講座プログラムの紹介と本プログラムを活用した出前講座の実施について報告した。
・今夏の電力需給見通しについて情報共有した。
（５）会議での主な意見
　（家庭における省エネ取組み促進について）
・家庭で大幅な削減が求められる中で、これまで以上に行政やNPO,事業者などを含め、協力関係

　を結んで進めていかなければいけない。

・高齢者の方も意外と電気を使われており、個々の家庭の状況に応じて取り組めるちょっとした工夫

などを効果的に伝えていくことが大事。

・家庭の省エネについては、例えばこれをしたら電気代が安くなりますよという話をしても、生活を急に

変えるということは多くの人にとって抵抗がある。少なくとも電気を消しましょうといった簡単なことから

伝えるのがよい。

・省エネ製品の買い替えなど、初期投資の問題は難しい。冷蔵庫なら10年で元がとれるなど理論

的な説明ができると思うが、例えばエアコンは、そこまでの説明は難しいだろうという感触がある。その

中で、誰がどういうふうに働きかけていけば、それぞれの人の腑に落ちるのか、考えていくのは大事。
　　(住宅の省エネについて)

  ・省エネリフォームに精通した事業者というのは、一般の方がすぐわかるようなものはあるのか。
　　→ホームページなどを見ていただくと、省エネに取り組む事業者は積極的に情報発信を行っている。

ただ、ホームページだけでは不十分で、会社に行って、例えば断熱材の素材や断熱の工法など、

事業者が薦めるものをまず聞く。聞くことによって、相手がどこまで知っているか把握できる。

特に省エネに熱心に取り組んでいる事業者は、現場見学会などもしている。

　 ・住宅の断熱を考えると、開口部の窓が一番大きな影響があると思うが、よくテレビなどで窓だけでも

二重にするとか断熱材をいれると、かなり効果があると聞くか、実際のところどうなのか。

→例えば、樹脂サッシで断熱ｶﾞﾗｽにすると、入ってくる（出て行く）熱は約3分の１になるというデ

ータもある。窓だけを省エネリフォームしようと思う場合に使える補助金もあるので情報を入手して

もらえればと思う。
　　・建て替えやリフォームなどを検討されている方に、こうした情報を伝え、働きかけていくことが大事。
　（環境教育について）

・情報を伝える、体験してもらうという機会を提供する意味で、学校における環境教育は効果的。

教材冊子についても多くの小学校で活用されているという報告は、大変すばらしいこと。

・子どもの消費者教育は学校では習わない。いろいろな環境の問題、消費の問題について、小学

校高学年だけでなく、年齢の低い小学校1年生や2年生にも伝える教材があればよい。
以　上
